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要旨：梁と接合部を一体としたＰＣa 部材とＰＣa 柱を接合する接合部一体型ＰＣa 柱・梁接

合部の力学的挙動を把握するために，地震荷重を想定した柱・梁接合部実験を行った。試験

体は，十字形接合部の一体打ち（梁主筋：SD490（２段配筋），USD685（一段配筋）），接合

部一体型，ト形の接合部一体型の計４体である。柱主筋がシース管内に充填されたグラウト

によって一体化された接合部一体型ＰＣａ柱・梁接合部は，層間変形角Ｒ=30/1000[rad]まで

は一体打ち接合部と同等の構造性能（耐力，剛性および等価粘性減衰定数）を有すること確

認した。 

キーワード：接合部，鉄筋コンクリート，プレキャスト，等価粘性減衰定数 

 

1. はじめに 
 現在，高層ＲＣ造建物において，施工合理化

を目的としたプレキャスト構工法が用いられて

いる。その中で，接合部と梁部材を一体化した

ＰＣａ部材を用いること，施工階において接合

部コンクリートの打設工程をなくした接合部一

体型ＰＣａ柱の構工法がこれまでに日本国内外

で適用されている 1)，2)。 

接合部一体型柱・梁接合部が一体打ちと異な

る点は，接合部内の柱主筋が高強度無収縮グラ

ウトおよびシース管を介して接合部コンクリー

トと一体化されていることである。そのため，

接合部内における柱主筋の付着条件が一体打ち

の場合とは異なる。ここでは接合部内における

柱主筋の付着条件の違いによる柱・梁接合部の

力学的挙動に与える影響を検討するために，地

震荷重を想定した柱・梁接合部実験を実施した。 

 

2. 試験体および加力方法 
2.1 試験体 

試験体諸元一覧を表-1 に,試験体図を図-1 に

示す。試験体は，1/2 スケールの十字形接合部３

体およびト形接合部１体である。 
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表-1 試験体諸元一覧 

BＪＩＳ ＫＪＩＳ ＫＪＩＰ ＫＪＯＰ

ト形

16.0

1.02 ---

1.82 1.69

0～0.70

4－D22
（USD685）

[1.16%]*4

*1： KJIP，KJOP：梁トップ部　f 'c62.2（Ec=3.81×104[N/mm2]）

KJIP，KJOP：下柱目地・接合部シース管内充填グラウト

　f 'c91.3（Ec=3.28×104[N/mm2]） [50φ×100mm封緘養生]

KJIP，KJOP：上柱目地・上柱スリーブ継手充填グラウト

　f 'c91.2（Ec=3.15×104[N/mm2]） [50φ×100mm封緘養生]

*2： 通し梁主筋定着強度（緩和式）：靭性保証型指針式3)

式記号は文献3)参照

*3： 接合部せん断強度（但し,φ=1.0）：靭性保証型式3)

*4： ｆy=705，Es=1.89×105　
単位[N/mm

2
]

*5： 材料特性は柱断面の鉄筋と共通

B×D [mm]

梁主筋（種別）[Pt]

せん断補強筋(種別)[pw]

十字形

一体打ち

66.0（Ec=3.85×104
[N/mm

2
]）

*1

柱断面 ＰCａ

B×D [mm]

梁断面

1.66

1.41通し梁主筋定着余裕度*2

接合部せん断余裕度*3

試験体

接合部形状

構工法

4－D6＠60（SD685）[0.78%]*5

ＰCａ一体打ち

340×425

6－D22(SD490)[1.82%]*5

接合部一体型ＰＣa

（通し）梁主筋定着
長さ比：Dc/db

一体打ち

475×475

柱主筋（種別）[Pg]

柱軸力比：ηc=N/(BDf 'c)

せん断補強筋
（種別）[pw]

ｆy=511，Es=2.00×105　
単位[N/mm

2
]

4－D6＠50（SD685）[0.53%]

ｆyh=870，Es=1.81×105　
単位[N/mm

2
]

0.20

12－D22(SD490)[2.06%]

コンクリート：f 'c（Ec）

21.6

4-D6（SD685）[0.36%]

fyh=870，Es=1.81×105　
単位[N/mm

2
]

接合部せん断補強筋
（種別）[pjw]

yu

0.667
B
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試験体は，高層ＲＣ造建物の実施設計を想定

して，靭性保証型指針 3)により，接合部せん断強

度（但し，ここでは実験データとの比較を行う

ために，φ=1.0 として終局強度式として扱って

いる）および通し梁主筋の定着余裕度を確保し

た梁曲げ降伏先行型の柱・梁接合部である（使

用材料の材料特性は表-1 参照）。 

BJIS 試験体は，梁主筋に高強度鉄筋 USD685 

(NewRC4)規格準拠)を用いて，梁主筋を１段配筋

とした一体打ち試験体であり梁曲げ終局強度を

KJIS 試験体に合わせて設計した（図-1(a)参照）。 

KJIS 試験体は，梁主筋に SD490 を用いて２段

配筋とした一体打ち試験体である。KJIS 試験体

は，本実験の基準試験体である（図-1(a)参照）。 

KJIP 試験体は，配筋は KJIS 試験体と同様であ

るが，接合部と梁部材を一体化したＰＣａ部材

とＰＣａ柱によって製作された接合部一体型

柱・梁接合部である（図-1(b)参照）。この試験

体の特徴は，接合部内の柱主筋が接合部一体型

ＰＣａ部材に設けられたシース管に下柱主筋が

差込まれ，ＰＣａ上柱を据え置く前に，スリー

ブ継手に使用した高強度無収縮グラウトが充填

されることである（材料特性は表-1 参照）。また，

接合部上下面には打ち継ぎ目地（t=10mm）にも

高強度無収縮グラウトが充填されている。  

KJOP 試験体はト形試験体であり，配筋および

試験体の製作方法は KJIP 試験体と同様である。

梁主筋は接合部内で機械式定着され，柱せい(Dc)

の 0.71 倍（ldh/db=16.0，ldh：定着投影長さ，db：

主筋径(呼び名)）に位置で定着されている。主筋

の先端は主筋径の 2 倍の径を有する鉄筋コブが

設けられている。 

2.2 加力方法 
 試験体の加力は梁端部から行った。十字形接

合部試験体は，長期軸力を想定して柱部材の圧

縮軸力比（ηc=N/BDf ’c，N：圧縮軸力，B：柱幅，

D：柱せい，f ’c：コンクリート強度）を 0.20 一

定として実験を行った。 

ト形接合部の KJOP 試験体は，高層ＲＣ造建物

の隅柱を想定して柱軸力を変動軸力として実験 

 

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(c)KJOP 試験体図 
図-1 試験体図 
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図-2 KJOP 試験体の載荷履歴（柱軸力） 

を行った。図-2 に示すように，柱軸力は実験開

始時は圧縮軸力比(ηc)を 0.125 とし，正サイクル

および負サイクルの層せん断力が梁曲げ終局強

度（±cal.Vbu：ACI318 式 4）による計算値）時に

圧縮軸力比(ηc)を，それぞれ 0.70 および 0 とな

るように層せん断力の増減に合わせて柱軸力を

変動させた。除荷時の載荷履歴も図-2 に従った。 

 変位履歴は，層間変形角 R=1，2，3.3，5，(2), 

7.5，10，(5)，15，20，(5)，30，40，50/1000[rad]

を各 2 回繰返し，変位漸増載荷として行った。 

 

3. 実験結果 

3.1 実験結果の概要 
 図-3，-4 に,層せん断力-層間変形角関係およ

び層間変形角 R=±5.0，±10，±50/1000[rad]時

のひび割れ発生状況を示す（以下，層間変形角 R

は，R のみで示す。）。図中には梁曲げ終局強度

（ACI318 式 4）による計算値）を併記している。

以下に各試験体の実験結果の概要を示す。 

 BJIS 試験体は，R=10/1000[rad]のサイクルに，

他の試験体は R=7.5/1000[rad]のサイクルに梁曲

げ降伏に達し，その後，変形の増加と共に耐力

が徐々に増加した。しかし，大変形時（R=40/1000 

~50/1000[rad]）の柱・梁接合部の破壊状況に違い

が見られた。 

BJIS 試験体および KJIP 試験体は，R=40/1000 

~50/1000[rad]においては，耐力低下および逆Ｓ字

の復元力特性が顕著となり，梁主筋の抜出しが

目視でも確認できた。最終的に梁曲げ降伏後の

通し梁主筋付着劣化に至った。 

一方，KJIS 試験体は，R=40~50/1000[rad]時に

耐力が低下し始め，接合部かぶりコンクリート 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の剥落，接合部コア部の面外膨張が顕著となり，

梁曲げ降伏後の接合部せん断破壊に至った。 

ト形接合部の KJOP 試験体は，ひび割れ発生状

況から判断すると梁曲げ降伏後に部材端から

1.0D 区間に塑性ヒンジ領域が形成され，主に梁

端部に変形が集中した。また，接合部のひび割

れ発生状況は，軸力比（ηc）を 0.70 まで変動さ
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せた正サイクル時には，接合部せん断ひび割れ

の発生が少なく，柱軸力が 0 まで変動させた負

サイクル時には，梁主筋定着の先端部から斜め

ひび割れが発生した。R=35/1000[rad]時には，主

筋すべり計測用として全ネジを溶接した箇所で

梁主筋（1 本）が破断した。最終的に梁端部に破

壊が集中し，R=50/1000[rad]時には、梁端部 D/2

領域がスライデｨングシア破壊に至った。 

3.2 ひび割れ幅 
 各試験体のひび割れ幅記録一覧を表-2 に示す。

ひび割れの観測は，クラックゲージ（分解能

0.04mm）およびマイクロスコープ（分解能

0.02mm）によって代表的なひび割れの幅を観測

した。なお，表中の Vc=0 は除荷時の記録であり，

±2.0*，±5.0*は各小サイクルの記録である。 

 ＰＣa 接合部の KJIP 試験体は一体打ちの KJIS

試験体に比べ接合部せん断ひび割れ幅が相対的

に小さい。ト形ＰＣａ接合部の KJOP 試験体は柱

軸力が 0 のとなる負サイクルでのひび割れ幅が，

圧縮軸力時の正サイクル比べて大きい。 

 

4. 実験結果の検討 

4.1 諸現象荷重 

表-3 に，諸現象荷重の実験値と計算値の比較

を示す。実験値は正負サイクルの平均値である。 
 接合部せん断ひび割れ強度の計算値（靭性保

証型指針 3））は，十字形接合部の実験値に比べや

や小さいが，ほぼ適合した。 

 梁曲げ降伏先行型である各試験体の最大耐力

の実験値と計算値（梁曲げ終局強度式の ACI318

式 4））の比は，概ね 1.12 倍から 1.22 倍であり，

計算値と実験値は適合している。 
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(a)KJIP 試験体 
R=±5/1000[rad] R=±10/1000[rad] R=±50/1000[rad]

図-4 層せん断力-層間変形角関係(接合部一体型ＰＣａ接合部) 

R=±5/1000[rad] R=±10/1000[rad] R=±50/1000[rad]

表-2 ひび割れ幅記録一覧（単位[mm]）

R/1000

[rad] Joint Vc=0 Beam Vc=0 Joint Vc=0 Beam Vc=0
2.0 0.00 0.00 0.05 0.02 0.00 0.00 0.02 0.00
5.0 0.00 0.00 0.15 0.02 0.00 0.00 0.15 0.02
2.0* 0.00 0.00 0.10 0.06 0.00 0.00 0.10 0.02
10.0 0.08 0.02 0.30 0.06 0.15 0.05 0.25 0.20
5.0* 0.06 0.02 0.25 0.10 0.08 0.02 0.20 0.15
20.0 0.45 0.15 2.00 1.00 0.40 0.10 3.00 2.00

R/1000

[rad] Joint Vc=0 Beam Vc=0 Joint Vc=0 Beam Vc=0
2.0 0.00 0.00 0.05 0.02 0.00 0.00 0.08 0.02
5.0 0.05 0.00 0.20 0.02 0.00 0.00 0.20 0.02
2.0* 0.02 0.00 0.10 0.02 0.00 0.00 0.12 0.02
10.0 0.12 0.05 0.50 0.25 0.05 0.02 0.55 0.30
5.0* 0.12 0.08 0.50 0.25 0.05 0.05 0.40 0.25
20.0 0.35 0.08 2.00 1.50 0.05 0.02 1.50 1.20

-2.0 0.00 0.00 0.05 0.02 0.00 0.00 0.05 0.00
-5.0 0.02 0.00 0.25 0.05 0.02 0.00 0.15 0.02
-2.0* 0.02 0.00 0.15 0.08 0.02 0.02 0.12 0.02
-10.0 0.12 0.12 0.50 0.30 0.30 0.10 0.50 0.20
-5.0* 0.08 0.05 0.50 0.30 0.15 0.08 0.50 0.30
-20.0 0.25 0.08 2.00 1.50 0.40 0.15 1.80 1.00

※Joint：接合部せん断ひび割れ(ピーク時,Vc：除荷時)
※Beam：梁危険断面曲げひび割れ(ピーク時,Vc：除荷時)

KJIS（一体打ち）

KJIP (PCa十字形) KJOP（PCaト形）

BJIS (USD685)
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 限界変形（最大耐力の 95％耐力時の変形）時

の塑性率の計算値（靭性保証型指針 3））は，KJIS

試験体および KJIP 試験体の塑性率（実験値）に

適合し，一体打ちと接合部一体型ＰＣａ接合部

の違いは現れていない。また，高強度鉄筋

USD685 を用いた BJIS 試験体は，限界変形角は

KJIS 試験体（主筋 SD490）と大きな違いは見ら

れないが，梁曲げ降伏点の変形が KJIS 試験体に

比べて１.50 倍と大きいいため，塑性率（実験値）

は計算値の 0.66 倍に留まった。これは，高強度

鉄筋 USD685 は，靭性保証型指針式 3の適用範囲

外であるためと考えられる。 

4.2 柱主筋分布 

 図-6 に，一体打ちの KJIS 試験体と接合部一体

型ＰＣａの KJIP 試験体の柱主筋歪み分布（正サ

イクル１回目ピーク時）を示す（図中の R は層

間変形角を示す）。 

KJIP 試験体の接合部内の柱主筋は，グラウト

およびスリーブを介してコンクリートと一体化

されている。各層間変形角において，柱主筋歪

みは引張側に移行する傾向が見られる。そのた

め，圧縮側となる上柱の柱主筋歪みは引張側に

移行している。この影響は通し梁主筋定着応力

を主に負担すると考えられる柱危険断面の圧縮

領域の減少を示していると考えられ，KJIP 試験

体が最終的に通し梁主筋の付着劣化に至った要

因と考えられる。しかし，接合部内における柱

主筋歪み分布は，一定の勾配を有しており，柱

主筋としては付着応力度が確保されていること

を示している。 

4.3 等価粘性減衰定数 
 各試験体の構造特性を比較するために，等価

粘性減衰定数を各サイクル２回目の層せん断力

-層間変形角（柱，梁，接合部変形の総和）関係

から検討した。その結果を図-7 に示す。図-7 に

表-3 諸現象荷重の実験値と計算値の比較

BJIS KJIS KJIP KJOP*3

記号 単位 (USD685十字形) （一体打ち十字形) （PCａ十字形） （PCａト形）

実 ｅｘτｃｒ [N/ｍｍ
2
] 7.18 7.06 6.55 5.08

計 calτｃｒ [N/ｍｍ
2
] 8.06 8.06 8.06 8.06

実/計：ｅｘτcr/calτｃｒ 0.89 0.88 0.81 0.63
ex.Ｖby [ｋＮ] 586 552 552 280
（Rby/1000） [rad] (10.8) (7.4) (7.8) (7.1)
ex.Ｖbu [ｋＮ] 670 716.4 722.8 378.1
（Rbu/1000） [rad] (29.8) (29.3) (29.7) (34.9)

計 cal.Ｖbu
*2

[ｋＮ] 596 619 619 310
1.12 1.16 1.17 1.22

実 限界変形角(0.95ex.Vbu) （Ru/1000） [rad] (36.7) (43.9) (39.4) (45.2)
実 ex.μ 3.40 5.97 5.06 6.39

計 cal.μ
*1 5.14 5.21 5.21 ---

0.66 1.15 0.97 ----
表記　*1：靭性保証型指針式，　*2：ACI318式，　*3：KJOP：限界変形角，塑性率は負サイクル値

接合部

せん断ひび割れ強度*1

項目
試験体(キーワード)

実

塑性率(ex.μ=Ru/Rby)

実／計：exμ／cal.μ

実／計：ex.Ｖbu／cal.Ｖbu

梁曲げ降伏

実
最大耐力(梁曲げ降伏)
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(a)KJIS 試験体（一体打ち） 

(b)KJIP 試験体（接合部一体型 PCa） 
図-6 柱主筋歪み関係（KJIS，KJIP 試験体）
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は武田モデル 5) （降伏点以後の耐力上昇を考

慮しない場合）の等価粘性減衰定数（式（1））

の計算値を併記した。 
武田モデルによる等価粘性減衰定数 5)  
（降伏点以後の耐力増加は考慮しない場合） 

 
 
 
梁主筋に高強度鉄筋 USD685 を使用した

BJIS 試験体および接合部一体型ＰＣa 接合部

の KJIP 試験体は，層間変形角 R=30/1000[rad]

までは、降伏点変位が相対的に大きいが，ほぼ

武田モデルの計算値よりも大きな等価粘性減

衰定数を示した。しかし，梁主筋の抜出しが顕

著となり耐力低下を生じた R=40/1000[rad]以

降には，計算値を実験値が下回った。 

KJIS 試験体は，負サイクルにおける等価粘

性減衰定数は，計算値よりやや小さいが，層間

変形角 R=50/1000[rad]まで，ほぼ計算値と同等

な等価粘性減衰定数を示した。 

 KJOP 試験体は，層間変形角 R=50/1000[rad]

まで，ほぼ計算値と同等な等価粘性減衰定数を

示した。なお，梁曲げ降伏前の等価粘性減衰定

数は，十字形接合部試験体では 3%～5%であり，

ト形試験体では 2%～3%前後であった。 

 

5. まとめ 

梁と接合部を一体としたＰＣa 部材とＰＣa 柱

を接合する接合部一体型ＰＣa 柱・梁接合部の力

学的挙動を把握するために，地震荷重を想定し

た柱・梁接合部実験を行った結果，以下の知見

が得られた。 

１）接合部一体型ＰＣａ柱梁接合部は，層間変

形角 R=30/1000[rad]までは，一体打ちの柱・

梁接合部と同等な構造性能を示した。 

２）梁主筋に高強度鉄筋 USD685 を用いた柱・

梁接合部は，層間変形角 R=30/1000[rad]まで

は，梁主筋に SD490 を用いた場合と，梁曲

げ降伏点が相対的に大きい点以外は，ほぼ

同等な構造性能を示した。 
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図-7 等価粘性減衰定数-層間変形角関係 

：塑性率， µ=π








µ
−

π
=   0.318,1　111h eq (1) 
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